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本冊子の記載内容について 

 

 本冊子は、平成 20 事務年度（平成 20 年７月１日～平成 21 年６月 30 日）に

おける公認会計士・監査審査会の活動状況を記載していますが、読者の便宜を

図るために、一部、公認会計士・監査審査会が設置される前の情報、平成21年

７月１日以降の情報も記載しています。 

 なお、今後、公認会計士・監査審査会の活動状況については、年度（４月１

日～翌年３月 31 日）毎に取りまとめ、公表していく予定です。 

 

本冊子においては、監査事務所をその規模等に応じて以下のとおり表記して

います。 

大規模監査法人：直近の会計年度で 100 以上の上場会社等について監査証明

を行った法人（公認会計士法施行規則第 24 条） 

中小規模監査事務所：上記以外の監査法人及び公認会計士事務所 
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はじめに 

 

公認会計士・監査審査会は、平成16年４月の発足以来、公認会計士監査の質

の向上を図り、その信頼性を確保することにより、我が国資本市場の公正性と

透明性を高めることを使命として、これまで投資者の資本市場に対する信頼の

向上等に努めて参りました。 

本冊子は、こうした審査会の様々な取組みのうち、平成20事務年度における

活動状況を、審査及び検査、公認会計士試験の実施、公認会計士等に対する懲

戒処分等の調査審議、諸外国の関係機関との協力の各章にわけて取りまとめた

ものです。 

審査及び検査については、平成20事務年度の審査及び検査基本計画に基づき

実施し、検査結果通知や報告徴収を行ったほか、１監査法人に対しては行政処

分その他の措置を講ずるよう金融庁長官に勧告しました。また、これまでに検

査で指摘した品質管理上の問題点について記載した「監査の品質管理に関する

検査指摘事例集」を改訂し、各監査事務所における改善の取組みが確実に定着

するよう努めています。 

平成20年４月に施行された改正公認会計士法による外国監査法人等に対する

報告徴収及び立入検査権限の付与については、外国監査法人等に対する検査監

督の基本的な考え方をパブリック･コメントに付すなど、検査実施や外国当局と

の協力に向けた準備を進めているところです。 

公認会計士試験については、より多くの多様な人々が公認会計士試験に挑戦

できるよう、試験の実施面での改善を進めつつ、平成20年論文式試験及び21年

短答式試験を実施したほか、社会人や学生を含めた幅広い人々を対象に大学等

で講演を行うなど試験関係の広報の充実も図っています。 

諸外国の関係機関との協力に関しては、平成20年９月の第４回監査監督機関

国際フォーラム（IFIAR）において、その運営に関与する諮問委員会（Advisory 

Council）のメンバーに選出されるなど、国際的な協力に引き続き取り組んでい

るところです。 

審査会は、今後も各国の監査監督機関と協力して、その使命を果たすことに

より、監査の公正性、独立性及び信頼性を確保し、投資者等の期待に応え、も

って公益の増進に貢献していきたいと考えています。 

                    公認会計士・監査審査会会長   
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概 要 

 

１．審査及び検査 

平成 19 年度及び平成 20 年度の日本公認会計士協会の品質管理レビューについ

て審査を行い、６監査法人に対し検査を実施した。その結果、１監査法人につい

て行政処分その他の措置を講ずるよう金融庁長官に対して勧告した。 

また、平成20 年４月に施行された改正公認会計士法により、外国監査法人等に対

して報告徴収及び検査を実施することができることとされ、検査実施に向けて体制整

備を進めている。 

    

２．公認会計士試験の実施 
平成20年試験（論文式試験）及び平成21年試験（短答式試験）を実施した。 

また、平成 19 年 10 月に公表した公認会計士試験実施検討グループによる「公

認会計士試験実施の改善について」に基づき、平成20年試験より、短答式試験の

日程の短縮、論文式試験の日程の週末化、法令基準等を配付する試験科目を２

科目から５科目へ拡大するなどの改善策を実施している。 

さらに、社会人や学生等幅広い人々を対象に大学等で講演会を行うなど、広

報活動を積極的に行っている。 

 

３．公認会計士等に対する懲戒処分等の調査審議 

下記の３件について調査審議を行い、金融庁長官の判断について意見を表明し

た。 

 第 117 回審査会（H20.７.９）公認会計士４名 

 第 123 回審査会（H20.10.22）監査法人夏目事務所及び公認会計士２名 

  第 138 回審査会（H21.６.16）公認会計士１名  

 

４．諸外国の関係機関との協力 
各国の監査監督機関間の相互の情報交換等を目的として、平成19年３月に設立

された監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）について、第４回会合が平成 20 年

９月にケープタウンで、第５回会合が平成21年４月にバーゼルで開催された。審

査会からは金子会長及び脇田委員等が出席した。 

また、IFIAR の検査官レベルの会合である検査ワークショップについても、平

成21年２月に第３回が開催され、審査会から検査官等を派遣した。 
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第１章 公認会計士・監査審査会 

 

１．組織 

公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、平成 15 年５月の

公認会計士法改正に基づき、平成 16 年４月に設置された、会長及び９人以内

の委員により組織される合議制の行政機関である（P35、37 資料１－１、１－

２参照）。 

会長及び委員は公認会計士に関する事項について理解と識見を有する者の

うちから、両議院の同意を得て内閣総理大臣が任命し、独立してその職権を

行使することとされている。会長及び委員の任期は３年である（現在の会長

及び委員の任期は平成 19 年４月から平成 22 年３月まで）。 

審査会には、その事務を処理するため事務局が置かれ、公認会計士等に対

する懲戒処分等の調査審議及び公認会計士試験の実施を担当する総務試験室

と、審査及び検査を行う審査検査室からなっている。発足時の事務局の定員

は 40 名であったが、その後の増員等により平成 21 年度の事務局の定員は、

総務試験室 14 名及び審査検査室 41 名の計 55 名となっている。 

（参考）事務局の定員の推移 

  16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

総務試験室 11 12 12 12 12 14 

29 29 31 35 39 41 審査検査室 

(うち検査官) (22) (22) (24) (28) (31) (33) 

 

≪公認会計士・監査審査会組織図（平成 21 年度定員ベース）≫ 

 

品質管理レビューの審査及び監査法
人等に対する検査 

外国監査法人等に対する検査 

公認会計士・監査審査会 
（会長１名、委員９名）

総務試験室 (14 名)

 
審査検査室 (41 名) 

金融庁

公認会計士等に対する懲戒処分等
の調査審議 

公認会計士試験の実施 

 

 
 

・ 
 

・ 

・
 

・

事務局長 
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２．業務の概要 

審査会が行う業務には、大きく分けて審査及び検査、公認会計士試験の実

施並びに公認会計士等に対する懲戒処分等の調査審議があり、審査会は、こ

れらの業務を通じ、我が国における監査の信頼性を確保し、その質の向上を

図ることにより、我が国資本市場の公正性・透明性の確保に努めている。 

なお、審査会は、平成 20 事務年度（平成 20 年７月～平成 21 年６月）には

23 回開催されている（P38 資料１－３参照）。 

 

（１）審査及び検査 

 

① 品質管理レビューの審査及び監査法人等に対する検査 

審査会は、公認会計士法に基づき、日本公認会計士協会（以下「協会」

という。）から品質管理レビューに関する報告を受けてその内容の審査

を行い、必要に応じ検査を実施することとされている（P42、43 資料１

－４、１－５参照）。 

 

（参考）品質管理レビュー 

品質管理レビューは、監査業務の質的水準の維持、向上を図り、監査に対す

る社会的信頼を維持、確保するため、協会が公認会計士又は監査法人が行う監

査の品質管理の状況をレビューし、必要に応じ改善を勧告し、改善状況の報告

を受けるものである。協会による自主規制として平成 11 年４月から実施されて

いたが、平成 15 年に成立した改正公認会計士法によって法定化された。 

具体的には、原則として３年に一度（協会が必要と認めた場合は２年に一度）、

公認会計士法をはじめとする法令、監査基準等及び協会の会則・規則並びに監査

事務所の内部規程等への準拠状況を事後的にレビューしている。 

 

ア 審査 

審査会は、協会から品質管理レビューに関する報告を受け、主とし

て、協会の品質管理レビュー制度の運営が適切に行われているか、監

査事務所の監査業務が適切に行われているかを確認する。 

審査の過程において、必要があると認める場合には、公認会計士法

に基づき、協会又は監査事務所に対して報告又は資料の提出を求める。 

 

イ 検査 

審査会は、審査の結果、協会の事務の適正な運営を確保するため必

要があると認める場合、または、公益又は投資者保護のため必要かつ

適当と認める場合には、公認会計士法に基づき、協会、監査事務所、

その他監査事務所の業務に関係のある場所（被監査会社等）に対して
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検査を行う。 

検査を終了したときは、検査対象先に対して検査結果を通知する。 

 

ウ 金融庁長官に対する勧告 

審査会は、審査又は検査の結果、必要があると認める場合には、公

認会計士法に基づき、監査事務所の監査業務又は協会の事務の適正な

運営を確保するために行うべき行政処分その他の措置について、金融

庁長官に勧告する。 

 

≪審査及び検査の概要≫ 

 

 

   ② 外国監査法人等に対する検査 

     平成 20 年４月１日に施行された改正公認会計士法により、審査会は、

我が国に有価証券報告書等を提出する外国会社等の監査証明業務を行

う外国監査法人等に対して、公益又は投資者保護のため、必要かつ適

当と認める場合に、報告徴収及び立入検査を行うことができることと

された。 

 

（参考）法令上の根拠 

協会の品質管理レビュー並びに審査会の審査及び検査に関する法令上の根

品質管理レビュー

①品質管理レビューの報告 

④処分等の勧告  
公認会計士・監査審査会 

③検査

日本公認会計士協会 監 査 事 務 所 被 監 査 会 社

 
金 融 庁 

監査

②審査

③検査 
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拠は次のとおりである。 

（１）協会の監査業務の運営の状況調査の実施・報告 

① 監査業務の運営の状況調査の実施 公認会計士法第 46 条の９の２第１項 

② 当該状況調査の結果の審査会への報告 公認会計士法第 46 条の９の２第２項 

（２）報告徴収  

  ① 対協会 公認会計士法第 46 条の 12 第１項 

 ② 対監査事務所 

③ 対外国監査法人等 

公認会計士法第 49 条の３第１項 

公認会計士法第 49 条の３の２第１項 

（３）検査  

 ① 対協会 公認会計士法第 46 条の 12 第１項 

 ② 対監査事務所 公認会計士法第 49 条の３第２項 

 ③ 対被監査会社等 公認会計士法第 49 条の３第２項 

④ 対外国監査法人等 公認会計士法第 49 条の３の２第２項 

（４）金融庁長官に対する勧告 公認会計士法第 41 条の２ 

上記の公認会計士法の規定による権限は、同法第49条の４第２項及び第３

項等の規定により、金融庁長官から審査会へ委任されている。ただし、協会、

監査事務所等に対する権限は、協会の行う品質管理レビューの報告に関して

行われるもの及び業務の運営の状況に関するもの（監査事務所が品質管理レ

ビューを受けていない等の場合）に限られている。 

 

（２）公認会計士試験の実施 

審査会は、公認会計士法に基づき、公認会計士となるのに必要な学識

及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的として、毎年、

公認会計士試験を実施している。 

合否決定、試験問題の作成事務等は審査会で行っているが、試験監督

等の公認会計士試験の実施事務は、全国の財務局等が行っている。 

 

（３）公認会計士等に対する懲戒処分等の調査審議 

審査会は、金融庁長官から公認会計士、監査法人等の懲戒処分等に関

して意見を求められた場合に、調査審議を行っている。具体的には、処

分対象とされた事実、それに適用される法令及び量定（処分の重さ）の

妥当性について検討を行い、金融庁長官に対して意見を表明している。 

 

（注１）「懲戒処分等」は、公認会計士、監査法人等が監査業務において虚偽又は不

当な証明を行った場合や、公認会計士等が公認会計士法等に違反した場合又

は著しく不当と認められる業務の運営を行った場合等に課される。 

（注２）懲戒処分等に関する事件の調査（事件関係人等に対する審問又は意見若しく

は報告を徴すること、帳簿書類その他の物件の提出を命じること等）は、金融

庁長官が行うこととされている。なお、審査会の勧告に基づいて懲戒処分等が

課される場合や、監査法人に対する課徴金納付命令については、審査会による
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調査審議は不要とされている。 

 

≪調査審議の概要≫ 

 

 

 

 

 

 

 

（４）諸外国の関係機関との協力 

   企業活動や投資活動の国際化に伴い、会計・監査の国際化が進んでお

り、各国の監査監督機関は、国際的な監査の品質の確保・向上に取り組

んでいる。 

こうした中、監査市場を巡る環境や監査監督機関の活動等に係る情報

共有等を目的として｢監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）｣が設立され、

平成 19 年３月に第１回会合が東京で開催された。その後、平成 20 事務

年度においては、平成 20 年９月に南アフリカ共和国のケープタウンにお

いて第４回会合が、平成 21 年４月にスイスのバーゼルにおいて第５回会

合が開催されており、今後とも半年毎に開催される予定である。 

    このほか、審査会は、各国の監査監督機関等と個別に会合等を実施す

るなど、国際的な監査の品質の向上に向け、各国当局との協力関係の構

築・充実に努めている。 

②意見を聴く 

④意見を表明する 

公認会計士・監査審査会 

③調査審議 

金融庁 

①公認会計士等の懲戒処分等

に関する事件の調査 

⑤ 懲戒処分等の決定 
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第２章 審査及び検査 

 

１．品質管理レビューの審査及び監査法人等に対する検査 

 

（１）審査 

 

① 審査基本方針 
審査会は、平成 19 年６月に策定した「監査の品質の一層の向上のた

めに－審査基本方針等－」（以下「審査基本方針等」という。）に基づ

き、「これまでに指摘した事項に対する改善の確実な定着」に重点を

置き、「新しい事態への対応」に留意した審査を行うことを基本的な

考え方として、協会からの品質管理レビューに関する報告を基にその

内容を継続的に審査することとしている。 

 

② 協会による品質管理レビューの実施状況 

 

イ 審査会への報告状況 

協会が平成20年度に実施した品質管理レビューに係る審査会への

報告状況は、次のとおりである（報告対象監査事務所ベース）。 

≪審査会への報告状況≫ 

20 年  21 年   報告書 

提出年月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2月 3月 4月 5月 6 月 合計

報告対象 

監査事務所数 
3 6 21 6 15 12 31 19 5 2 120

    

（参考）品質管理レビューに関する報告（月次報告書）の主な内容 

・ 品質管理レビュー報告書 

・ 改善勧告書 

・ 改善勧告書に対する回答書 

・ レビュー調書（品質管理レビュー報告書及び改善勧告書を作成するた

めに収集・作成した一連の資料） 

     

ロ 協会による品質管理レビュー 

協会による品質管理レビューは、大会社等の監査業務を行ってい

る監査事務所を対象に原則として少なくとも３年に一度は実施する

こととされており、平成 20 年度は 120 監査事務所（65 監査法人、

55 公認会計士）に対して実施された。 
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平成20年度の品質管理レビューに基づき作成され、監査事務所に

交付された品質管理レビュー報告書及び改善勧告書の内訳は次のと

おりである。 

 

≪品質管理レビュー報告書（平成 20 年度）≫      （監査事務所数） 

区 分 限定事項のない結論 限定事項付き結論 否定的結論 計 

監査法人 50 76.9% 15 23.1% － － 65 

公認会計士 33 60.0% 22 40.0% － － 55 

合 計 83 69.2% 37 30.8% － － 120 

 

（注１）「限定事項付き結論」は、次の要件１及び要件２のいずれかに該当する相

当程度の懸念が、少なくとも１つは存在する場合に表明される。 

要件１：監査事務所の定めた品質管理のシステムに、品質管理の基準の示す監

査に関する品質管理の目的の実現を阻害するような不備が見受けられ、

そのために監査事務所が実施した監査業務において職業的専門家とし

ての基準及び法令等に対する重要な準拠違反が発生していた。 

要件２：監査事務所の監査実施者及びその他の職員が、監査事務所の定めた品

質管理のシステムを適切に運用していない事実又は品質管理の基準が

求める個々の監査業務における品質管理の手続を実施していない事実

が見受けられ、そのために監査事務所が実施した監査業務において職業

的専門家としての基準及び法令等に対する重要な準拠違反が発生して

いた。 

 

（注２）「否定的結論」は、少なくとも「限定事項付き結論」の要件１又は要件２

のいずれかに該当する重大な懸念が生じており、かつ、個々の監査業務にお

ける品質管理のレビューを実施した結果、監査事務所が実施した監査業務に

おいて職業的専門家としての基準及び法令等に対する極めて重要な準拠違

反がある場合に表明が検討される。 

 

≪改善勧告書（平成 20 年度）≫             （監査事務所数） 

改善勧告事項 
区分 

なし あり 
計 

監査法人 － － 65 100.0% 65 

公認会計士 － － 55 100.0% 55 

計 － － 120 100.0% 120 
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また、平成 20 年度において、フォローアップ・レビューが 82 監

査事務所（51 監査法人（共同事務所を含む）、31 公認会計士）に対

して実施された。なお、監査事務所に交付されたフォローアップ・

レビュー報告書の内訳は次のとおりである。 

 

   ≪フォローアップ・レビュー報告書（平成 20 年度）≫   （監査事務所数） 

区分 改善措置済み 改善措置が不十分 計 

監査法人 41 80.4% 10 19.6% 51 

公認会計士 20 64.5% 11 35.5% 31 

計 61 74.4% 21 25.6% 82 

 
（参考）フォローアップ・レビューとは 

協会の品質管理レビューの一環として実施する改善措置の状況の確認であり、具体

的には、前回の品質管理レビューにおいて提出された回答書に記載の改善措置の内

容に従って監査事務所が実施した、品質管理のシステムの変更の状況、監査実施者

への教育・訓練を含む伝達の状況及び品質管理のシステムの監視等の是正措置の状

況等を確認することにより、改善措置の状況を確認すること。 
 

③ 審査会の審査状況 

 

イ 審査の観点 

平成20事務年度の審査対象は、協会が平成19年度及び平成20年度に

実施した品質管理レビューである。このうち、平成19年度品質管理レビ

ューに基づき作成された品質管理レビュー報告書の内訳は次のとおりで

ある（改善勧告書の内訳等については、平成19事務年度に係る「公認会

計士・監査審査会の活動状況」P９～10を参照）。 

 

≪品質管理レビュー報告書（平成 19 年度）≫      （監査事務所数） 

区 分 限定事項のない結論 限定事項付き結論 否定的結論 計 

監査法人 40 72.7% 15 27.3% － － 55 

公認会計士 58 76.3% 15 19.7% 3 3.9% 76 

合 計 98 74.8% 30 22.9% 3 2.3% 131 

 

審査会は、協会からの品質管理レビューに関する報告を分析し、

必要に応じて協会又は監査事務所に対して報告徴収等を行い、その
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内容を検証の上、審査を行っている。審査の観点は次のとおりであ

る。 

・ 協会による品質管理レビューが適切に行われているか。 

・ 監査事務所は、監査業務の質を合理的に確保するため、品質

管理のシステムを適切に整備・運用しているか。 

・ 個々の監査業務が、監査事務所の設けた品質管理のシステム

に準拠して実施されているか。 

 

ロ 報告徴収 

審査の過程では、協会に対し必要に応じて質問を行うこととして

おり、さらに、必要がある場合には監査事務所に対して報告徴収を行

っている。 

平成 20 事務年度審査基本計画においては、平成 20 年４月施行の

改正公認会計士法により、品質管理を強化する観点から、業務の品質

の管理の監視に関する措置の整備が義務化されたことなどを踏まえ、

監査法人については、「品質管理のシステムの監視」、また、個人事務

所については、「品質管理のシステムの整備状況」を重点的検証事項

とし、平成 20 年 11 月、報告徴収を実施した。その内訳は、次のとお

りである（P44 資料２－１参照）。 

 

≪報告徴収の実施状況≫         （平成 21 年６月 30 日現在） 

 

 

対象事務所
(注１) 

実施事務所 
(注３) 

未改善 
(注４) 

監査事務所に対する報告徴収 131 37 3 

監査法人に対するもの 52 17 0 

 
個人事務所に対するもの(注２) 79 20 3 

（注１）平成 19 年度の品質管理レビュー実施事務所 

（注２）公認会計士共同事務所を含む。 

（注３）体制面の整備が著しく不十分である事務所、品質管理の改善への取組

姿勢に疑義がある事務所、及び手続の運用面における不備が多数認めら

れる事務所等に対して実施。 

（注４）報告徴収を実施した事務所のうち、品質管理のシステムの定期的検証

の運用面で、今後更に改善が見込まれるものなど。 

 
 ハ 審議 

審査会は、品質管理レビューに関する審査結果や監査事務所に対
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する検査結果に基づき審議を行い、 

・  監査事務所への検査の実施 

・  行政処分その他の措置について金融庁長官へ勧告 

等について判断する。 

平成 19 年度品質管理レビュー（対象：131 監査事務所）及び平成

20 年度品質管理レビュー（対象：120 監査事務所）の審議状況は以

下のとおりである。 

 

≪審議状況≫                                 （平成 21 年６月 30 日現在） 

 

（２）検査 

 

① 検査基本方針 

検査は、協会による品質管理レビュー制度の運営の適切性、監査事

務所における品質管理のシステムの整備及び運用並びに監査業務の適

切性についての審査結果を踏まえ、協会による品質管理レビューが十

分であるかどうか確認する必要が認められる場合、監査事務所の業務

管理体制が有効に機能しているかどうか確認する必要が認められる場

合など、必要かつ適当と認めるときに実施することとしている。 

 

② 検査の実施状況 

平成 20 事務年度において、審査会は、「平成 20 事務年度の審査基

本計画及び検査基本計画」（P44 資料２－１参照）に基づき、６監査事

務所に対して検査を実施した。 

 

（３）金融庁長官に対する勧告 

審査会は、平成 20 事務年度に実施した検査の結果、下記の監査法人

の運営が著しく不当と認められたので、金融庁長官に対して、公認会計

 
平成 19 年度 

品質管理レビュー

平成 20 年度 

品質管理レビュー

審 議 対 象 監 査 事 務 所 数 131      120 

ⅰ.現在、事務局で精査中であり、今後審査会に

処理方針を諮る予定のもの 

ⅱ.監査事務所への検査の実施を決したもの 

ⅲ.ⅱの結果、行政処分その他の措置について金

融庁長官への勧告を決したもの 

0 

6

1

   

   120 

 

0 

  0 
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士法第 41 条の２の規定に基づき、行政処分その他の措置を講ずるよう

勧告した。なお、金融庁長官は、審査会からの勧告を踏まえ、当該監査

法人に対して、同法第 34 条の 21 第２項の規定に基づく処分を行った

（P46 資料２－２参照）。 

 

監査法人  勧  告 処  分  

監査法人ウィングパートナーズ 平成 21 年２月 17 日 平成 21 年３月 13 日(注) 

（注）契約の新規の締結に関する業務の停止１年（平成 21 年３月 23 日から平成 22 年

３月 22 日まで）及び業務改善命令が行われている。 

 

（４）「監査の品質管理に関する検査指摘事例集」の改訂 

審査会は、平成 16 年４月の発足以降、監査の質の確保・向上に資す

ると考えられる場合には、審査及び検査の結果を取りまとめて、関係者

等に示してきた。 

こうした中、発足から平成 20 年２月までに行った検査合計 30 件を対

象に、検査において指摘した事項の中から、監査事務所による監査の質

の維持・向上を図るための自主的な取組みを促す観点から有益と思われ

る事例を「監査の品質管理に関する検査指摘事例集」として取りまとめ、

平成 20 年２月に公表した。 

本事例集については、平成 20 年度までに実施した検査結果につき、最

近の検査で確認された事例や会計基準等の改訂等を踏まえ、指摘事例の

追加・削除等の見直しを行い、平成 21 年６月に公表した。 

今後も、説明会の開催等により、事例集に対する理解の浸透を図ると

ともに、年度毎にその内容を見直し、必要に応じて掲載事例の追加及び

削除を行っていく（P47 資料２－３参照）。 

 

２．外国監査法人等に対する検査 

平成 20 年４月より施行された改正公認会計士法において、我が国に有価証

券報告書等を提出する外国会社等の監査証明業務を行う外国監査法人等につ

いて、金融庁への届出義務が課されるとともに、公益又は投資者保護のため

必要かつ適当であると認められる場合に、審査会及び金融庁は外国監査法人

等に対して報告徴収及び検査を行うことができることとされた。 

審査会は、外国監査法人等に対する対応について、後記３．（１）の審査基

本方針等及び（２）の「平成 21 年度の審査基本計画及び検査基本計画」にお

いて、検査方法等について具体的に検討を行うこととしており、金融庁と連

名で「外国監査法人等に対する検査監督の考え方（案）」を取りまとめ、平成
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21 年６月 12 日から同年７月 13 日までの間、広く意見の募集を行った（P85

資料２－４参照）。 

今後、寄せられた意見を踏まえ、更に検討を進め、外国監査法人等に対す

る検査監督の方針等、具体的な実施手続や留意事項等を定め公表する予定で

ある。 

 

３．審査基本方針等の改正 

 

（１）「監査の品質の一層の向上のために－審査基本方針等－」の改正 

審査会は、審査基本方針等について、外国監査法人等に対する対応に

関して外国監査法人等の届出の状況等を踏まえた見直しを行い、平成 21

年３月 31 日に公表した（P88 資料２－５参照）。 

 

（２）「平成 21 年度の審査基本計画及び検査基本計画」の策定 

審査会は、上記の審査基本方針等を踏まえ、「平成 21 年度の審査基本

計画及び検査基本計画」を策定し、平成 21 年３月 31 日に公表した（P93

資料２－６参照）。 

    審査基本計画では、特に個人事務所における品質管理のシステムの整

備状況及び監査法人における業務の品質管理の監視について重点的に検

証することとし、また、協会の上場会社監査事務所登録制度等の運営状

況についても検証することとしている。 

検査基本計画では、大規模監査法人等及び中小規模監査事務所につい

て、必要に応じて検査を実施することとしている。 

また、外国監査法人等についても、必要に応じて検査を実施すること

としている。 
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第３章 公認会計士試験の実施 

   

１．公認会計士試験制度等 

 

（１）制度の概要 

   公認会計士試験は、公認会計士になろうとする者に必要な学識及びそ

の応用能力を有するかどうかを判定することを目的として、短答式試験

及び論文式試験により実施している。 

 

（注）試験は、北海道、宮城県、東京都、石川県、愛知県、大阪府、広島県、香川県、

福岡県、熊本県、沖縄県において実施している。 

 

① 試験科目 

イ 短答式試験：必須科目４科目 

        財務会計論、管理会計論、監査論、企業法 

 

    ロ 論文式試験：必須科目４科目 

            会計学、監査論、企業法、租税法 

           ：選択科目（以下の４科目のうち１科目） 

            経営学、経済学、民法、統計学 

 

② 試験科目の一部免除等 

イ 短答式試験 

  短答式試験合格者は、合格後２年間、申請により短答式試験の免

除を受けることができる。 

また、大学等において３年以上商学又は法律学に属する科目の教

授若しくは准教授であった者、司法試験等合格者、実務経験者や会

計専門職大学院修了者などについても、申請により試験科目の全部

又は一部の免除を受けることができる。 

  

 ロ 論文式試験  

論文式試験のうちの一部の科目について、審査会が相当と認める

成績を得た者は、資格取得後２年間、申請により論文式試験の当該

科目の免除を受けることができる（後記③ハ参照）。 

また、大学等において３年以上商学又は法律学に属する科目の教

授若しくは准教授であった者や、司法試験等合格者などについても、

申請により試験科目の一部の免除を受けることができる。 
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③ 合格基準等 

イ 短答式試験 

総点数の 70％を基準として、審査会が相当と認めた得点比率を合

格基準としている（ただし、１科目につき、その満点の 40％に満た

ないもののある者は、不合格となることがある。）。 

 

ロ 論文式試験 

   52％の得点比率を基準として、審査会が相当と認めた得点比率を

合格基準としている（ただし、１科目につき、その得点比率が 40％

に満たないもののある者は、不合格となることがある。）。 

なお、論文式試験は、複数の試験委員により採点しており、試験委

員間及び試験科目間の採点格差の調整は、標準偏差により実施してい

る。 

 

ハ 論文式試験の一部科目免除基準 

試験科目のうち一部の科目について、同一の回の公認会計士試験論

文式試験合格者の平均得点比率を基準として、審査会が相当と認めた

得点比率以上を得た者を一部科目免除資格取得者としている（当該科

目については、合格発表日から起算して２年を経過する日までに行わ

れる論文式試験が、申請により免除される。）。 

 

（参考）平成 15 年改正公認会計士法による試験制度の見直し 

公認会計士法の一部を改正する法律が平成 15 年５月に成立し、公認会計士試験制

度の大幅な見直し等が行われた。 

具体的には、公認会計士試験の質を確保しつつ多様な人材を提供していくため、

試験体系の簡素化、試験科目の見直し、試験の一部免除の拡大、実務経験の位置付

けの変更などを内容とする見直しが行われ、新たな制度による公認会計士試験が平

成 18 年から実施されることとされた。 

なお、旧試験制度の下での会計士補等については、一定の経過措置が設けられて

いる。     

 

（２）実施面での改善 

審査会は、公認会計士試験実施検討グループの検討結果の取りまとめ

の報告を受け、平成 19 年 10 月 25 日に「公認会計士試験実施の改善につ

いて」を公表している。 

同報告を踏まえ、平成 20 年試験より公認会計士試験実施の改善を順次

図っている。 
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 ≪主な改善策≫ 

○ 短答式試験 

<平成 20 年試験より実施済み> 

・基本的な問題を幅広く出題し、問題文・選択肢は簡素化する。 

・従来の２週間の週末にわたる２日間の実施日程を短縮し、週末１日の 

試験とする。 

<平成 22 年試験より実施>  

・短答式試験を年２回実施する。 

○ 論文式試験 

<平成 20 年試験より実施済み> 

・思考力、応用能力、論述力等を問う問題とし、出題範囲を短答式試験よ

り絞り込む。 

・従来の企業法、民法の２科目のほかに、新たに会計学、監査論、租税法

の３科目についても、法令基準等を受験時に配付した上で試験を実施す

る。 

・従来の平日３日間の実施日程を、例えば、金土日といった連続する平日

１日、週末２日の試験とする。 

 

（参考）短答式試験の年２回化が実施される平成 22 年公認会計士試験の実施スケジ

ュールは、以下のとおり。 

 

≪平成 22 年公認会計士試験実施スケジュール（予定）≫ 

区 分 
試験委員 

発  令 

願書受付 

開  始 

願書受付 

締  切 
試験期日 合格者発表 

第 Ⅰ 回 

短 答 式 
21 年 9 月 4 日 21 年 9 月 18 日 21 年 12 月 13 日 22 年 1 月 18 日

第 Ⅱ 回 

短 答 式 

20 年 12 月 10 日 

22 年 2 月 12 日 22 年 2 月 26 日 22 年 5 月 23 日 22 年 6 月 18 日

論 文 式 21 年 12 月 9 日 ― 
22 年 8 月 20 日 

～22 日 
22 年 11 月 15 日

 

（３）広報活動 

多くの多様な人々が公認会計士試験に挑戦するよう、審査会では試験

の広報の強化を図っている。 

具体的には、全国の大学等で、会長及び常勤委員等により、審査会の

活動、公認会計士試験制度の改善、公認会計士の役割等をテーマとした

講演を行っている。また、女性に公認会計士試験等に対する関心を深め
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てもらうため、女子大や女子高でも講演等を行っているところである。

このような講演等を、平成 20 事務年度においては 16 大学等で実施した

（P95 資料３－１参照）。 

また、公認会計士試験パンフレットについては、平成 18 年に作成して

以来随時改訂を行っているが、平成 20 事務年度においても、短答式試験

の年２回実施のスケジュールを盛り込むなどの改訂を行い（平成 21 年３

月）、全国の大学、協会、財務局等に配布している。 

 

（４）その他 

 

① 公認会計士試験Ｑ＆Ａの更新 

  公認会計士試験Ｑ＆Ａについては、公認会計士・監査審査会ホーム

ページに掲載し、随時更新しているところであるが、平成 20 事務年度

においても、免除申請に関する説明等の追加（平成 20 年 10 月）、短答

式試験の年２回実施に係る日程や、身体障害や妊娠等のための受験特

別措置手続き等の追加（平成 21 年２月）を行った。 

 

② 公認会計士試験システムの改善  

公認会計士試験システムは、出願管理から合格発表までの公認会計

士試験に係る一連の業務を支援するものである。公認会計士試験の実

施面での改善に対応するため、現行システムの機能等の変更及び追加

開発を行った。具体的には、平成 22 年試験から実施される短答式試験

の年２回化への対応や、試験免除データベースの改善などを盛り込ん

でいる（平成 21 年２月稼動）。 

 

③ 公認会計士試験の実施に係る市場化テスト  

平成 21 年７月 10 日に公共サービス改革基本方針改定が閣議決定さ

れ、公認会計士試験業務の一部について、公共サービス改革法に基づ

き、民間競争入札を実施することとされた。これにより、財務局の実

施する受験願書の確認、試験会場の確保、試験の立会等の試験実施業

務が市場化テストの業務範囲の対象となり、平成 23 年度（平成 24 年

試験）から関東財務局において実施することになった。 

 

④ 新型インフルエンザへの対応  

平成21年５月に行われた平成21年試験の短答式試験については、新

型インフルエンザの国内感染の拡大を受け、新型インフルエンザ対策

本部専門家諮問委員会による「基本的対処方針」等を踏まえ、全ての
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受験者に対してマスク着用や咳エチケットの励行等をホームページに

おいて呼びかけて実施された（P96、97資料３－２、３－３参照)。 

 

２．公認会計士試験の実施状況 

 

（１）平成 20 年公認会計士試験 

   平成 20 年公認会計士試験のスケジュール及び実施状況は以下のとおり。 

 

≪平成 20 年公認会計士試験実施スケジュール≫ 

区 分 
試験委員 

発  令 

願書受付 

開  始 

願書受付 

締  切 
試験期日 合格者発表 

短 答 式 20 年 5 月 25 日 20 年 6 月 27 日

論 文 式 

19 年 12 月 12 日 20 年 2 月 18 日 20 年 2 月 29 日
20 年 8 月 22 日 

～24 日 
20 年 11 月 18 日

 

≪平成 20 年公認会計士試験結果の概要≫ 

    

区   分 短答式試験 

受験者等 

旧第２次試験

合格者等の短

答式試験みな

し合格者 

平成 20 年

試験 短答式試験 

受験者等 

旧第２次試験

合格者等の短

答式試験みな

し合格者 

（参考） 

平成 19 年
試験 

願書提出者(a) 19,736 人 1,432 人 21,168 人 18,220 人 2,706 人 20,926 人

 短答式試験受験者等  19,736 人 － 19,736 人 18,220 人 － 18,220 人

  短答式試験受験者(b) 16,217 人 16,217 人 14,608 人 14,608 人

   (19,635 人)  
－ 

(19,635人) (18,140 人)  
－ 

(18,140人)

 短答式試験合格者等  7,034 人 － 7,034 人 6,321 人 － 6,321 人 

  短答式試験合格者(c) 3,515 人 3,515 人 2,709 人 2,709 人 

 (6,933 人)  
－ 

(6,933 人) (6,241 人)  
－ 

(6,241 人)

短答式試験合格率(c/b) 21.7％ 21.7％ 18.5％ 18.5％   

 (35.3％)  
－ 

(35.3％) (34.4％) 
－ 

(34.4％) 

 論文式試験受験者(d)  7,034 人 1,429 人 8,463 人 6,320 人 2,706 人 9,026 人 

 最終合格者(e)    3,024 人 601 人 3,625 人 2,695 人 1,346 人 4,041 人 

論文式試験合格率(e/d)  43.0％ 42.1％ 42.8％ 42.6％ 49.7％ 44.8％ 
 

合格率(e/a)  15.3％ 42.0％ 17.1％ 14.8％ 49.7％ 19.3％ 

（注１） 「短答式試験受験者等」、「短答式試験合格者等」には、短答式試験受験者又は短答式試

験合格者のほか、当該試験年の前年及び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除

者並びに大学教授や司法試験合格者等の短答式試験免除者を含む。 
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（注２） 「短答式試験受験者」の（ ）内の数値は、当該試験年の短答式試験受験者に、その前年及

び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除者を加えたもの。 

（注３） 「短答式試験合格者」の（ ）内の数値は、当該試験年の短答式試験合格者に、その前年及

び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除者を加えたもの。 

 

① 願書提出者 

平成20年公認会計士試験受験願書提出者は、21,168人となっている。

このうち、旧第２次試験合格者等の短答式試験みなし合格者（1,432 人）

を除く受験願書提出者は 19,736 人であり、前年の 18,220 人に比べ

1,516 人（8.3％）増加した。 

 

   ② 短答式試験  

     短答式試験は、受験願書提出者（21,168 人）から、旧第２次試験合

格者等の短答式試験みなし合格者（1,432 人）、平成 18 年及び平成 19

年の短答式試験合格者で平成20年の短答式試験を免除された者（3,418

人）並びに大学教授、司法試験合格者等の免除者（101 人）を除いた

16,217 人が受験し、合格者は 3,515 人となった（合格率 21.7％）。 

当該合格者に、平成 18 年及び平成 19 年の短答式試験合格者で平成

20年の短答式試験を免除された者 (3,418人)を加えた短答式試験通過

者は、6,933 人となり、前年に比べ 692 人（11.1％）の増となっている

（P98 資料３－４参照）。 

 

（参考）平成 20 年短答式試験の合格点は、総点数の 65％以上（ただし、試験科目

のうち１科目につき満点の 40％未満のものがある場合は不合格とする。）。 

 

③ 論文式試験 

論文式試験は、短答式試験通過者（6,933 人）に、旧第２次試験合格

者等の短答式試験みなし合格者（1,432 人）及び大学教授、司法試験合

格者等の免除者（101 人）を加え、全科目免除者３人（平成 20 年試験

において、全科目について試験免除の資格を有することとなった者）

を除いた 8,463 人が受験し、最終合格者は 3,625 人（全科目免除者３

人を含む。）となった（合格率 42.8％）。このうち旧第２次試験合格者

等の短答式試験みなし合格者を除いた者は 3,024 人であり、前年と比

べ 329 人（12.2％）の増となった。 

なお、会社員は 97 人（構成比 2.7％）と少数であるものの、前年に

比べ 15 人（18.3％）の増となっている（P104 資料３－５参照）。 
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（参考１）平成 20 年論文式試験の合格点は、51.0％の得点比率（ただし、試験科

目のうち１科目につき 40％未満の得点比率がある場合は不合格とする。）。 

（参考２）一部科目免除資格の付与として、相当と認めた得点比率は 55.0％。 

（参考３）合格者の年齢別では、30 歳未満が全体の 73.7％を占め、平均年齢は

27.0 歳であった。なお、最高年齢は 59 歳、最低年齢は 19 歳であった。 

また、最終合格者の職業別では、「会計士補」が580人（構成比16.0％）、

「学生」・「専修学校・各種学校受講生」が 2,020 人（構成比 55.7％）、「無

職」が 562 人（構成比 15.5％）となっている。なお、女性の最終合格者

は、636 人（構成比 17.5％）となっており、前年に比べ 65 人減少してい

る。 

 

（２）平成 21 年公認会計士試験 

   平成 21 年公認会計士試験のスケジュール及び実施状況は以下のとおり。 

 

≪平成 21 年公認会計士試験実施スケジュール≫ 

区 分 
試験委員 

発  令 

願書受付 

開  始 

願書受付 

締  切 
試験期日 合格者発表 

短 答 式 21 年 5 月 24 日 21 年 6 月 26 日

論 文 式 

20 年 12 月 10 日 21 年 2 月 13 日 21 年 2 月 27 日
21 年 8 月 21 日 

    ～ 23 日 

21 年 11 月 26 日

（予定） 

 

≪平成 21 年公認会計士試験短答式試験結果の概要≫ 

    

区   分 短答式試験 

受験者等 

旧第２次試験合

格者等の短答式

みなし合格者 

平成 21 年

試験 
短答式試験 

受験者等 

旧第２次試験合

格者等の短答式

みなし合格者 

（参考） 

平成 20 年
試験 

願書提出者 20,443 人 812 人 21,255 人 19,736 人 1,432 人 21,168 人 

  短答式試験受験者等  20,443 人 － 20,443 人 19,736 人 － 19,736 人 

    短答式試験受験者(a) 17,371 人 17,371 人 16,217 人 16,217 人 

     (20,327 人)  
－ 

(20,327 人) (19,635 人) 
－ 

(19,635 人）

  短答式試験合格者等  5,361 人 － 5,361 人 7,034 人 － 7,034 人 

    短答式試験合格者(b) 2,289 人 2,289 人 3,515 人 3,515 人 

     (5,245 人) 
－ 

(5,245 人) (6,933 人)  
－ 

(6,933 人）

13.2％ 21.7％ 21.7％ 
短答式試験合格率(b/a) 

13.2％ 

(25.8％) 
－ 

(25.8％) (35.3％) 
－ 

(35.3％）  

論文式試験受験予定者  5,361 人 812 人 6,173 人 7,034 人 1,429 人 8,463 人 
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（注１） 「短答式試験受験者等」、「短答式試験合格者等」には、短答式試験受験者又は短答式試験

合格者のほか、当該試験年の前年及び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除者並

びに大学教授や司法試験合格者等の短答式試験免除者を含む。 

（注２） 「短答式試験受験者」の（ ）内の数値は、当該試験年の短答式試験受験者に、その前年及

び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除者を加えたもの。 

（注３） 「短答式試験合格者」の（ ）内の数値は、当該試験年の短答式試験合格者に、その前年及

び前々年の短答式試験合格による短答式試験免除者を加えたもの。 

（注４） 「論文式試験受験予定者」は、短答式試験合格者等に旧第２次試験合格者等の短答式試

験みなし合格者を加えたもの。 

 

① 願書提出者 

   平成21年公認会計士試験受験願書提出者は、21,255人となっている。

このうち、旧第２次試験合格者等の短答式試験みなし合格者（812 人）を

除く受験願書提出者は 20,443 人であり、前年の 19,736 人に比べ 707 人

（3.6％）増加した。 

 

② 短答式試験 

短答式試験は、受験願書提出者（21,255 人）から、旧第２次試験合格

者等の短答式試験みなし合格者（812 人）、平成 19 年及び平成 20 年の短

答式試験合格者で本年の短答式試験を免除された者（2,956 人）並びに大

学教授、司法試験合格者等の免除者（116 人）を除いた 17,371 人が受験

し、合格者は、2,289 人となった（合格率 13.2％）。 

当該合格者に、平成 19 年及び平成 20 年の短答式試験合格者で、本年

の短答式試験が免除された者（2,956 人）を加えた短答式試験通過者は、

5,245 人となり、前年に比べ 1,688 人（24.3％）の減となっている。 

短答式試験通過者に、旧第２次試験合格者等の短答式試験みなし合格

者（812 人）及び大学教授、司法試験合格者等の免除者（116 人）を加え

た論文式試験受験予定者は6,173人となっている（P110資料３－６参照）。 

 

（参考）平成 21 年短答式試験の合格点は、総点数の 70％以上（ただし、試験科目

のうち１科目につき満点の 40％未満のものがある場合は不合格とする。）。 
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第４章 公認会計士等に対する懲戒処分等の調査審議 

 

平成 20 事務年度において、審査会で調査審議を行った事案は３件であり、

その概要はそれぞれ以下のとおりである。 

 

≪審査会における審議状況≫ 

第 117 回審査会 （H20.７.９） 公認会計士４名 

第 123 回審査会 （H20.10.22） 監査法人夏目事務所及び公認会計士２名 

第 138 回審査会 （H21.６.16） 公認会計士１名 

 

事案１ 

第 117 回審査会（平成 20 年７月９日開催）において、三洋電機株式会社が

作成した財務書類について、証券取引法に基づき、旧中央青山監査法人の業

務を執行する社員として監査証明を行った公認会計士４名に対する懲戒処分

に関し、調査審議を行い、金融庁長官の判断について意見を表明した。 

金融庁長官は、この審査会の意見を受け、平成 20 年７月 11 日に当該公認

会計士に対して懲戒処分を行った。 

なお、本事案に係る≪処分の概要≫及び≪事案の概要≫は以下のとおりで

ある（金融庁の公表資料から引用）。 

 

≪処分の概要≫ 

三洋電機株式会社（以下「三洋電機」といいます。）が作成した財務書類について、証

券取引法に基づき、旧中央青山監査法人の業務を執行する社員（以下「業務執行社員」

といいます。）として監査証明を行った公認会計士に対し、本日（平成 20 年７月 11 日）、

下記の懲戒処分を行いました。 

 

記 

○公認会計士 

（１）処分対象及び内容 

    ・公認会計士２名について 

     業務停止２年（平成 20 年７月 18 日から平成 22 年７月 17 日まで） 

    ・公認会計士１名について 

     業務停止６ヶ月（平成 20 年７月 18 日から平成 21 年１月 17 日まで） 

    ・公認会計士１名について 

     業務停止９ヶ月（平成 20 年７月 18 日から平成 21 年４月 17 日まで） 

 

（２）処分理由 

各公認会計士は、三洋電機の平成 13 年３月期から平成 17 年３月期の財務書類

に係る監査において、それぞれ、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類
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を重大な虚偽のないものとして証明した。 

・公認会計士２名（平成 13 年３月期～平成 17 年３月期） 

・公認会計士１名（平成 13 年３月期～平成 15 年３月期） 

・公認会計士１名（平成 16 年３月期～平成 17 年３月期） 

 

≪事案の概要≫ 

三洋電機は、単体の財務書類について、子会社及び関連会社株式（以下「子会社等株

式」という。）の過大計上及び関係会社損失引当金の過小計上等により、平成 13 年３月

期から平成 17 年３月期の各期において、それぞれ純資産額を約 1000 億円以上過大に計

上した重大な虚偽のある財務書類を添付した有価証券報告書を関東財務局へ提出した。

（１）公認会計士２名について 

ａ）三洋電機が行っていた子会社等株式に係る減損について 

三洋電機は、平成 13 年３月期決算時に、①５事業年度で累積欠損金の解消を目

標にした事業計画を作成し、②当該５事業年度の計画は固定して見直しを行わず、

③翌期以降、各事業年度の計画未達成相当額を減損するという会計処理の方針を策

定し、平成 16 年９月期まで同様の会計処理を行っていた。 

更に、平成 15 年３月期以降、実績が事業計画に比して大幅に低下している子会

社について、平成 18 年３月期までに得られる利益では解消困難と考えられる累積

損失相当額を減損していた。 

また、平成 17 年３月期には新たに５事業年度の計画を作成したが、一部の子会

社等については、純資産額に５事業年度の利益額を加えた額と簿価との差額を減

損していた。 

このため、三洋電機の会計処理では、取得原価に比して実質価額が著しく下落

し、かつ十分な証拠により取得原価にまで回復が見込まれない子会社等株式につ

いて、時価又は実質価額までの減額が行われていなかった。 

当該公認会計士２名は、三洋電機の子会社等株式の減損の方法については承知

していたが、当該会計処理が金融商品会計基準の範囲内の会計処理であると誤認

し、平成 17 年３月期に至るまで三洋電機が上記のルールに基づき会計処理を行う

ことを認めていた。 

ｂ）子会社等株式の回復可能性の検討の範囲について 

当該公認会計士２名は、平成 13 年３月期から平成 16 年３月期までは、三洋電

機の子会社等のうち、累積欠損金額が大きい 11 社ないし 16 社についての事業計

画等を入手して検討したのみで、その他の子会社等については、ヒアリングなど

の簡易な方法により回復可能性を判断していた。 

このため、事業計画を入手した子会社等以外にも、減損の必要な子会社等が存

在していたことを見逃すなど、子会社等の回復可能性について十分な証拠により

判断することを怠っていた。 
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（２） 公認会計士２名について 

公認会計士１名は平成 13 年３月期から平成 15 年３月期について、公認会計士１

名は平成16年３月期及び平成17年３月期について、主として三洋電機の連結決算

の監査担当として関与していた。 

三洋電機の子会社等株式に関する会計処理の方法は審査資料等に明瞭に記載さ

れており、当該公認会計士２名もその内容は確認していたが、(１)の公認会計士

等の判断に従い、三洋電機の会計処理を認めていた。 

また、子会社等の回復可能性の検討について、監査調書の査閲を十分に行わな

かったことから、実質価額が簿価の 50％以下になっている子会社等のうち、事業

計画を入手した会社が一部しかなかったことを見逃した。 

（注）（２）の公認会計士２名の過失の態様は同様であるが、平成 15 年に業務停止の

期間の見直しを含む公認会計士法の改正が行われ、平成16年４月より施行されて

いることから、両名の業務停止の期間には差が生じている。 

 

 

事案２ 

第 123 回審査会（平成 20 年 10 月 22 日開催）において、株式会社セタが作

成した財務書類について、証券取引法に基づく監査証明を行った監査法人夏

目事務所及び当該監査証明に係る業務執行社員であった公認会計士２名に対

する懲戒処分等に関し、調査審議を行い、金融庁長官の判断について意見を

表明した。 

金融庁長官は、この審査会の意見を受け、平成 20年 10月 24 日に当該監査

法人及び公認会計士に対して懲戒処分等を行った。 

なお、本事案に係る≪処分の概要≫及び≪事案の概要≫は以下のとおりで

ある（金融庁の公表資料から引用）。 

 

≪処分の概要≫ 

 株式会社セタ（以下、「セタ」といいます。）が作成した財務書類について、証券取引

法に基づく監査証明を行った監査法人夏目事務所及び当該監査証明に係る業務執行社員

であった公認会計士に対する調査の結果に基づき、本日（平成 20 年 10 月 24 日）、下記

の処分及び懲戒処分を行いました。 

 

記 

１．監査法人 

（１）処分対象及び内容 

監査法人夏目事務所 

業務の一部の停止１ヶ月（契約の新規の締結に関する業務の停止） 

（平成 20 年 11 月１日から平成 20 年 11 月 30 日まで） 
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（２）処分理由 

監査法人夏目事務所については、セタの平成 19 年３月期の財務書類に係る監査

において、同監査法人の業務執行社員が、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある

財務書類を重大な虚偽のないものとして証明した。 

 

２．公認会計士 

（１）処分対象及び内容 

公認会計士２名 

業務停止３ヶ月（平成 20 年 11 月１日から平成 21 年１月 31 日まで） 

（２）処分理由 

上記２名は、セタの平成 19 年３月期の財務書類に係る監査において、相当の注

意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明した。 

 

≪事案の概要≫ 

セタは、平成 19 年３月期において、平成 19 年４月以降に出荷が予定されている製品

について、取引先と共謀し製品の出荷・受領に関する証憑を偽造するなどの方法により、

本来、平成 20 年３月期に計上すべき売上 806 百万円を平成 19 年３月期の売上として計

上した、重大な虚偽のある財務書類を作成した。 

本財務書類に関し、当該業務執行社員の行った証券取引法に基づく監査証明について

は、以下の問題が認められた。 

① 公認会計士１名は、売上の監査に関して、最終出荷分に係る証憑を入手したもの

の、期間帰属の適正性を確認する手続である期末日前後の売上伝票等の通査を実施し

ておらず、当期の売上に関する証憑の中に、当該最終出荷分よりも後に出荷された可

能性を示す証憑があることに気づかないなど、情報の正確性及び網羅性に関する監査

証拠の入手及び検討を怠っていた。 

また、売上に係る証憑において、関係証憑間において売上先名や製品受領日が異な

っているという矛盾について、その理由等を確認しておらず、監査証拠として利用す

る情報の信頼性の検討を怠っていた。 

さらに、セタの監査計画で定めた重要性の基準値を上回る売掛金残高のある得意先

からの残高確認書が未回収、かつ、代替手続が未完了にもかかわらず適正意見を表明

しており、売掛金に関して十分かつ適切な監査証拠の入手を怠っていた。 

② 公認会計士１名は、売掛金の監査を担当していたが、未回収となった残高確認書の

回収をもう一人の業務執行社員に任せ、その後の確認を怠っていた。 

また、たな卸資産の確認に関して、最終出荷分に係る証憑を入手したものの、当該

証憑と他の出荷に係る証憑等との間の前後関係を確認せず、出荷に係る証憑間の不整

合の可能性に気づかないなど、監査証拠として利用する情報の信頼性の検討を怠って

いた。 
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事案３  

第 138 回審査会（平成 21 年６月 16 日開催）において、公認会計士１名に

対する懲戒処分に関し、調査審議を行い、金融庁長官の判断について意見を

表明した。 

金融庁長官は、この審査会の意見を受け、平成 21 年６月 23 日に当該公認

会計士に対して懲戒処分を行った。 

なお、本事案に係る≪処分の概要≫は以下のとおりである（金融庁の公表

資料から引用）。 

 

≪処分の概要≫ 

公認会計士が行った下記の行為について、公認会計士法に違反すると認められたこと

から、本日（平成 21 年６月 23 日）、同法第 31 条の規定に基づき、下記の懲戒処分を行

いました。 

 

記 

○公認会計士 

（１）処分内容 

業務停止３ヶ月（平成 21 年６月 26 日から平成 21 年９月 25 日まで） 

（２）処分理由 

同公認会計士は、株式会社アルゴ 21 ほか４銘柄の株式について、キヤノンマー

ケティングジャパン株式会社ほか４社が公開買付を行うことを決定した事実の一

部の伝達を受け、金融商品取引法で禁止されているインサイダー取引を行った。

この行為は、公認会計士法第 26 条に規定する信用失墜行為の禁止に違反すると認

められる。 
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第５章 諸外国の関係機関との協力  

 

１．監査監督機関国際フォーラム（IFIAR） 

 

（１）概要等 

  

 ① 沿革及び現状 

監査監督機関国際フォーラム（IFIAR
イフィアール

：International Forum of 

Independent Audit Regulators）は、世界各国・地域の監査監督機関から

構成されており、平成 19 年３月、審査会の主催により第１回会合が東

京で開かれて以降、年２回、これまでに５回の本会合が開催されてい

る。平成 21 年６月末現在で、31 カ国・地域が加盟している。 

 

② 目的 

IFIAR の目的は、以下のとおりである。 

ⅰ 監査事務所の検査に焦点を当て、監査市場の環境に関する知識や

監査監督活動の実務的な経験を共有すること。 

ⅱ 監督活動における協力及び整合性を促進すること。 

ⅲ 監査の品質に関心を有する他の組織との対話の場を提供するこ

と。 

    

   ③ 組織 

IFIAR は、議長・副議長のもと、５つのワーキング・グループ（WG）

等下部組織（６大監査ネットワーク WG、検査ワークショップ WG、国際

協力 WG、最近の市場動向タスク・フォース（TF）、基準調整グループ）、

また、議長・副議長への支援及び助言を行う諮問委員会（アドバイザ

リー・カウンシル）が置かれている（P32 トピックの組織図参照）。 

 

 （２）活動状況 

 

① 本会合  

 

イ 第４回会合 

平成 20 年９月 22 日から 24 日まで、南アフリカ監査人独立監督委

員会（IRBA）の主催により、ケープタウンにて開催され、審査会か

らは金子会長等が参加した。 

      会合には、21 カ国（注１）の監査監督機関が出席したほか、欧州委

員会（EC）がオブザーバーとして参加した。 

会合では、３カ国・地域（ハンガリー、スロヴァキア、台湾）の

監査監督機関が新たな IFIAR メンバーとして承認された。 
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      また、IFIAR の今後の役割と組織について話し合いが行われ、審査

会は IFIAR の運営に助言等を行う諮問委員会（６カ国（注２））に選出

された。また、国際的な６大ネットワークのうち３法人（注３）の代

表が参加し、グローバル組織の品質モニタリング制度について意見

交換が行われた（P116、117 資料４－１、４－２参照）。          

 

（注１）オーストラリア、オーストリア、ブラジル、カナダ、デンマーク、フ

ィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、日本、韓国、モーリシャス、

オランダ、ノルウェー、シンガポール、南アフリカ、スリランカ、スウ

ェーデン、スイス、英国、米国 

（注２）米国、ドイツ、日本、フランス、ノルウェー、シンガポール 

（注３）BDO、デロイト・トウシュ・トーマツ、KPMG 

 

ロ 第５回会合 

平成 21 年４月 27 日から 29 日まで、スイス連邦監査監督庁（FAOA）

の主催により、バーゼルにて開催され、審査会からは金子会長及び

脇田委員等が参加した。 

      会合には、30 カ国・地域（注１）の監査監督機関が出席したほか、

７国際機関（注２）がオブザーバーとして参加した。 

      会合では、国際的な６大ネットワークの代表が参加し、最近の経

済状況に関する問題とそれに対する対応、及び監査人に影響を与え

る一連の他の問題について意見交換が行われた。     

次期議長にスティーブン・マイヨール蘭金融市場庁（AFM）事務局

長、副議長にポール・ボイル英財務報告評議会（FRC）CEO が選出さ

れた。 

また、IFIAR の管理・組織上必要とされる中核業務のためにメンバ

ーによる分担金の拠出を開始することに原則合意した（P120、121 資

料４－３、４－４参照）。 

次回会合は、シンガポール会計企業規制機関（ACRA）の主催によ

り、平成 21 年９月にシンガポールで開催予定である。 

 

（注１）アブダビ、オーストラリア、オーストリア、ブラジル、カナダ、デン

マーク、ドバイ、エジプト、フィンランド、フランス、ドイツ、ハンガ

リー、アイルランド、イタリア、日本、韓国、リトアニア、モーリシャ

ス、オランダ、ノルウェー、シンガポール、スロヴァキア、南アフリカ、

スペイン、スリランカ、スウェーデン、スイス、台湾、英国、米国 
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（注２）金融安定理事会（FSB）、証券監督者国際機構（IOSCO）、バーゼル銀行監

督委員会（BCBS）、保険監督者国際機構（IAIS)、公益監視委員会（PIOB）、

世界銀行（WB）、 欧州委員会（EC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 検査ワークショップ 

監査に対する検査に係る事項は、IFIAR の中核を成す活動であること

から、検査の技術及び経験について共有する機会を提供するため、

IFIAR メンバーの検査官を中心とした会合である検査ワークショップ

が開催されている。 

 

第３回会合には 25 カ国・地域（注）が参加し、監査事務所全般の検

査、個別監査業務の選定・レビュー等について意見交換が行われた。

我が国からも審査会の検査官等が参加し、オフサイト・モニタリング

や検査発見事項に関するコミュニケーションについて、これまでの検

査における経験の紹介を行った（P123 資料４－５参照）。 

 

（注）オーストラリア、ブラジル、カナダ、デンマーク、フィンランド、フラン

ス、ドイツ、アイルランド、イタリア、日本、韓国、ルクセンブルク、モー

リシャス、オランダ、ノルウェー、シンガポール、南アフリカ、スペイン、

スリランカ、スウェーデン、スイス、台湾、英国、米国、スロヴァキア 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

≪これまでの監査監督機関国際フォーラム開催実績≫ 

・ 第１回 平成 19 年３月 22～23 日 東京 

・ 第２回 平成 19 年９月 24～25 日 トロント 

・ 

・ 

・ 

第３回 

第４回 

第５回 

平成 20 年４月９～11 日 

平成 20 年９月 22～24 日 

平成 21 年４月 27～29 日 

オスロ 

ケープタウン 

バーゼル 

≪これまでの IFIAR 検査ワークショップ開催実績≫ 

・ 第１回 平成 19 年５月 30～31 日 アムステルダム 

・ 第２回 平成 20 年 1 月 29～30 日 ベルリン 

・ 第３回 平成 21 年２月 11～13 日 ストックホルム 
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２．その他 

審査会は、IFIAR 以外でも二国間ベースで各国の監査監督機関等との意見

交換等を随時行い、積極的な情報交換に努めている。 

特に、平成20年４月から改正公認会計士法が施行されたことを踏まえ、外

国監査法人等の金融庁への届出義務や審査会への検査権限付与に係る具体的

な実施手続等、新制度の実施のあり方について、金融庁とともに、各国当局

と意見交換を実施している。 

また、こうした意見交換等を踏まえ、平成21年２月、米PCAOBによる外国監

査事務所の検査周期の一部延長等に係る規則改正（案）（注）に対して、金融

庁とともにコメント･レターを発出した（P124資料４－６参照）。 

               

（注）PCAOB は、企業改革法（SOX 法）により、100 社以下の上場会社等を監査する国内外の登

録監査事務所に対して、原則３年に一回検査を実施することが求められており、同規則改

正（案）は、2009 年末までに実施することが求められている外国監査事務所に対する検査

を最大３年間延長することができるものとする PCAOB 規則 4003 の改正と、外国監査事務

所が、当該外国の国内法に抵触する懸念から検査要求を拒んだ場合にPCAOBが取りうる措

置に関するものである。 
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公認会計士・監査審査会は、世界 31 カ国・地域の監査監督機関から構成され

る監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）の主要メンバーとして国際的な活動に

積極的に参加しています。IFIAR の第１回会合は、平成 19 年３月に当審査会の

主催により東京で開催され、以降年２回のペース（現在までに５回）で開催さ

れていますが、審査会の主な活動内容は以下のとおりです（※ 活動の詳細につ

いては P28～30 をご覧下さい。）。 

✎ IFIAR の設立への関与 

    IFIAR の前身である監査人監督機関代表者会議が、非公式な監査監督機関の集まりとして平成

16年９月に初めてワシントンで行われました。審査会は、他の主要国の監査監督機関とともに当

初から参加し、組織体制作りの面等でIFIAR設立に協力してきました。 

✎ IFIAR 諮問委員会への参加 

IFIARの主要な問題に関して議長、副議長を補佐し、助言を行う諮問委員会（アドバイザリー・

カウンシル ※）を平成 20 年９月に設立しています。審査会は、米国、ドイツなどとともにその

メンバーに選出されています（任期は４年）。※ ６カ国で構成、下記の組織図を参照 

✎ 検査ワークショップ等への参加 

IFIAR の具体的な活動の１つとして、参加メンバーの検査官等が検査の技術及び経験を共有す

る場である検査ワークショップの開催があります。年１回の開催で、これまでに３回開催されて

いますが、審査会からもプレゼンテーターやパネリストとして検査官等を派遣しています。また、

この他にも、審査会は６大監査ネットワーク・ワーキング・グループや国際協力ワーキング・グ

ループのメンバーとしても積極的に活動しています。 

 

 平成 20 年４月施行の改正公認会計士法により、審査会に外国監査法人等に対

する検査権限等が付与されるなど、今後も国際的な活動に積極的に取り組んで

いくことが一層重要になると考えています。 

 

 

 

６大監査 
ネットワークWG 

検査 
ワークショップWG 国際協力WG 最近の市場動向 

TF
基準調整 
グループ

議長・副議長 諮問委員会 
（アドバイザリー・カウンシル） 

ワーキング・グループ等 

監査監督機関国際フォーラム（IFIAR） 
（全体会合）

（平成 21 年６月 30 日現在）

トピック 国際協力について 

 
《IFIAR の組織図》 
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